
マンションの管理計画認定制度

（１）修繕その他管理の方法
• 長期修繕計画の計画期間が一定以上あること 等

（２）修繕その他の管理に係る資金計画
• 修繕積立金の平均額が著しく低額でないこと 等
※修繕積立金ガイドラインで示す水準以上

（３）管理組合の運営状況
• 総会を定期的に開催していること 等

（４）その他
• 地方公共団体独自の基準に適合していること 等

主な認定基準主な認定基準
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（公財）マンション管理センター
【管理計画認定手続支援サービス】

※申請の流れの一例（事前確認をマンション管理センターに依頼するケース）
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メリット１:マンション管理の適正化

•管理計画認定制度を通じ、管理組合による
管理の適正化に向けた自主的な取り組みが
推進される

メリット２:マンション市場における適切な評価

•認定を受けたマンションが市場で高く評価され
ることが期待される

メリット３:認定マンションに関する金融支援

•住宅金融支援機構の【フラット３５】及びマン
ション共用分リフォーム融資の金利引下げが実
施される

•住宅金融支援機構が発行するマンションすま
い・る債の利率上乗せが実施される

メリット４:固定資産税額の減額

•認定を受けたマンションが一定の要件を満たす
場合に固定資産税額が減額される

◆ 令和４年４月より、マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体※において、一定の基準を
満たすマンションの管理計画の認定が可能となる「管理計画認定制度」が開始。

※市区。町村部は都道府県。
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